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1	 はじめに

　本格的に観光需要が回復し訪日インバウンドが増

加するいま、改めて中長期的な目線で日本の観光産

業の持続可能な発展を目指すうえでの課題を整理

し、基幹産業として強化していくことが必要である。

　2024 年 5 月、 世 界 経 済 フ ォ ー ラ ム（World 

Economic Forum、以下 WEF）は、24 年版の旅行・

観光開発指数（Travel & Tourism Development 

Index 2024）を発表した※ 1。17 の指標からなる

旅行・観光開発指数は、観光産業を取り巻くビジネ

ス環境、インフラ、旅行・観光政策、サステナビリティ

等のさまざまな要因を軸に、世界 119 カ国の旅行・

観光セクターの動向を分析するものである。直近、

24 年版の指数スコア※ 2 では、米国、スペインに次

ぎ日本が 3 位にランクインした。この結果のみから

は、日本の観光産業が優位にあるように思われるか

もしれないが、必ずしもそうではない。

　図表 1 に、総合スコア※ 3 上位 10 カ国を抜粋し、

各指標のスコアを比較した。それぞれの指標におい

て、上位 10 カ国のスコアの平均値を算出し、平均

値と日本のスコアの乖離（かいり）をみると、日本

の観光産業にはさまざまな強みと弱みがあることが

分かる。上位国平均との乖離が顕著であり、日本の

スコアが平均を大きく下回ったのは「観光サービス・

インフラ」と「観光需要の持続可能性」の分野であっ

た。「観光サービス・インフラ」上位国平均が 4.22、

4 位までの国は 5.0 を超えているところ、日本のス

コアは 2.93 と大きく差が開いている。また、「観光

需要の持続可能性」は上位 10 カ国中最下位であっ

た。これらは日本の観光産業の基幹産業化を図るう

えで、特に課題解決に取り組むべき分野だといえる

だろう。

　日本のスコアが平均を上回ったものとして、「交

通・港湾インフラ」や「文化観光資源」は受け入れ

環境整備や観光コンテンツ面での強みといえるが、

「価格競争力」に関しては、その国で観光を行う際

のコストが低いことが評価されている点に留意する

必要がある。観光消費額の増加を目指し、観光産業

の高付加価値化を推進する政府の方針を踏まえる

と、価格競争力の評価が高いことは「訪日旅行は手

頃な価格であり、単価を引き上げられていないこと」

を示唆している。

　本稿では、旅行・観光開発指数が示唆する日本の

※1　World Economic Forum “Travel 
& Tourism Development Index 
2024”
※ 2　2023 年末時点で取得可能な、21
年から 23 年までのさまざまな統計デー
タや有識者へのアンケート結果を踏まえ
た旅行・観光セクターの動向をもとに 1

（最低）～7（最高）のスコアで評価を行っ
ている
※ 3　各国の、17 指標それぞれのスコア
の平均値
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観光産業の弱みである「観光サービス・インフラ」

と「観光需要の持続可能性」の 2 点に着目し、観光

産業の現状と課題、さらにその課題解決に向けた民

間主導の観光地域づくりのありかたについて検討を

行う。

２	 日本の観光産業の現状と課題

　まず、「観光サービス・インフラ」と「観光需要

の持続可能性」のそれぞれにおいて、指数の根拠と

なった観点やデータを振り返り、日本の観光産業の

弱みや課題を明らかにする。

1）	 観光サービス・インフラの供給力

　観光サービス・インフラの観点では、①人口当た

りのホテル客室数、②人口当たりの Airbnb 等の短

期滞在向けの宿泊施設の数、③宿泊・飲食産業の労

働生産性、④旅行・観光産業の従業員 1 人当たりの

設備投資額に係る指標が設定されており、宿泊施設

等のインフラのキャパシティー、観光サービスの供

給力を測っているといえる。

　日本の観光産業の課題を明らかにするため、これ

ら四つの指標に関連する観点から分析を行う。

（1）	観光インフラの供給｜ホテル客室数・短期滞在　	

	 向け宿泊施設数

　各国の観光インフラの供給キャパシティーを測る

		図表 1	 2024 年の旅行・観光開発指数（上位 10カ国）

  出所）World Economic Forum “Travel & Tourism Development Index 2024”より NRI 作成



3

No.07

マネ ジメント
レビュー

October 2024

指標として、図表 2 に示すとおり、各国の人口 1,000

人当たりのホテル客室数を比較した。旅行・観光開

発指数上位国の間で日本のキャパシティーは中位に

ある。

　一方、Airbnb 等の短期滞在向け宿泊施設数に関

しては、2021 年時点のデータを参考とすると※ 4、

欧米の多くで 1 万人当たりの施設数は 30 軒を超え、

中でもフランスは 60 軒超であったが、日本の施設

数は約 3 軒程度と非常に少なかった。相対的にイン

フラの供給キャパシティーが少ないといえ、市場動

向や多様なニーズを踏まえ、新たな宿泊施設のあり

かたを模索していく必要があるだろう。

（2）	観光サービスの供給｜宿泊・飲食産業の労働生	

	 産性

　次に、各国の宿泊・飲食産業における労働生産性

を比較する。WEF が旅行・観光開発指数の算出に

使用している指標にのっとり、国際標準産業分類

（ISIC 第 3.1 版）で「H. 宿泊・飲食業」に分類され

る産業を対象とした。労働生産性を、当該産業にお

ける従業員 1 人当たりの付加価値額と定義し、旅行・

観光開発指数上位 10 カ国を比較する。本分析では

2019 年から 23 年の移動平均を取り、労働生産性

の国際比較を行った。各国がどの程度観光産業に注

力しているか、という観点も含めた現状を把握する

ため、縦軸に宿泊・飲食産業の労働生産性を、横軸

に観光 GDP※ 5 が各国の GDP に占める割合（19

年※ 6）を取り、旅行・観光開発指数上位 10 カ国の

		図表 2	 人口 1,000 人当たりのホテル客室数（2021年、単位：室）

  出所） UNWTO “Global and regional tourism performance”, Eurostat, World Bank data より NRI 作成

※ 4　2024 年の旅行・観光開発指数は
23 年時点のデータにもとづいているが、
ここでは取得可能であった 21 年の数値を
参考値とした
※ 5　国内で生産された観光サービスの
付加価値額を意味する。国民経済計算の
一環として、UNWTO が定める国際基準
に沿って各国が推計、公表している。宿泊・
飲食業のほか、交通・輸送や娯楽等の産
業も含まれる。付加価値額は、観光消費
額・収入額から中間投入を控除し、算出
される
※ 6　2023 年の観光 GDP は、執筆時
点で未公開のため、新型コロナウイルス
感染症拡大前の基準となる19 年の数値
を用いた
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ポジショニングを示したのが図表 3 である※ 7。

　日本の観光 GDP 比率は約 2％、宿泊・飲食業の

労働生産性は 9 カ国中最下位と、いずれも数値が低

い。日本の観光産業は総じて生産性が高くないこと

が課題であるといえるだろう。労働生産性において

は、欧州の多くは従業員 1 人当たりの付加価値額が

約 4 万～ 5 万 US ドル、米国やスイスはさらに高い

水準となっており、日本は大きく差をつけられてい

る。観光産業の国際競争力を高めるためには、これ

らの観光関連産業における労働生産性の向上が欠か

せない。

（3）	観光インフラへの投資｜観光産業における設備	

	 投資額

　中長期的な観光産業の成長を促進するためには、

観光産業への投資も欠かせない。World Travel & 

Tourism Council によると、旅行・観光開発指数

の上位国における従業員 1 人当たりの観光インフ

ラへの民間投資・公共投資額（2022 年）は図表 4

のとおりである。米国やフランス、オーストラリア

は積極的に投資を行っている一方、日本の観光産業

への設備投資の規模はやや小さく、観光産業の持続

的な成長のためにはさらなる投資が求められるだろ

う。

2）	 観光需要の持続可能性

　次に「観光需要の持続可能性」の観点から、日本

の観光産業の課題を抽出する。「観光需要の持続可

能性」では、①インバウンドの滞在日数、②季節に

よるインバウンド観光客数の偏り、③文化観光施設

への関心の集まり方、④自然観光地への関心の集ま

り方、⑤地方分散の進展度の五つの指標が設定され

ている。これらの指標は、昨今の観光をめぐる大き

な論点の一つであるオーバーツーリズムに対し、各

国が観光需要をどの程度分散、あるいは平準化でき

ているかを表しているといえよう。本稿では、これ

らの観点から、オーバーツーリズムのリスク要因を

※ 7　上位 10 カ国のうち、UNWTO デー
タでは中国の観光 GDP が公開されてい
ないため、中国を除く 9 カ国を比較して
いる

		図表 3	 上位 10カ国（中国除く）の宿泊・飲食産業の労働生産性と観光GDP比率

  出所） UNWTO “Global and regional tourism performance”, Euromonitor International より NRI 作成
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把握するとともに、観光需要の平準化、分散による

オーバーツーリズム解消に向けた方向性を示すこと

ができるよう、関連データの分析を行う。

（1）	観光需要の平準化｜季節によるインバウンド観	

	 光客数の偏り

　インバウンド観光需要の偏在有無を確認するた

め、UNWTO が発表している Seasonality の統計

データに着目する。これは各国の月別インバウンド

観光客数をもとに、到着人数の多い上位 3 カ月の合

計値が、年間のインバウンド観光客数に占める割合

を算出したものである。

　WEF の旅行・観光開発指数上位 10 カ国の分析

結果を図表 5 に示す。2020 年以降、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響を大きく受けており、22

年時点でもインバウンドの回復が相対的に遅れてい

た日本では影響が残るため、19 年と直近の 23 年

のデータをもとに比較を行った※ 8。10 カ国の中で

はフランスで 40％を超え、需要がやや偏っている

傾向にあるが、日本は 19 年で約 28％、23 年で約

31％と、相対的に高いわけではない。需要が完全

に平準化された場合、3 カ月のインバウンド観光客

数のシェアは 25％となることを踏まえても、日本

全体では特定の季節に訪日需要が集中するわけでは

なく、比較的分散しているといえる。日本国内にお

けるオーバーツーリズムのリスクは、季節性よりも、

行き先地域の偏りによるものだと考えられる。

（2）	観光需要の分散｜特定の観光地への関心の集中

　特定の観光地への関心が集中すると、オーバー

ツーリズムのリスクも高まることになる。旅行・観

光開発指数では、自然観光地・文化観光地への関心

の集中度を評価している。2021 年時点のデータ※ 9

を参考に上位国で比較をすると、日本は相対的に特

定の観光地への関心が集中しており、特に文化観光

※ 8　スイスは 2022 年までのデータを
公開しており、23 年のデータは 9 カ月分
のみの公開であったため、分析では 22
年のスコアを用いた
※ 9　World Bank Group のオープ ン
データより、WEF の旅行・観光開発指数

（2021 年）のデータを参照

		図表 4	 2022 年の観光産業における従業員 1人当たり設備投資額

  出所） World Travel & Tourism Council “Economic Impact 2023”より NRI 作成
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地においてその傾向が顕著であった。したがって、

知名度が高い人気の観光地以外にも誘客できるよう

な取り組みが求められるといえる。

（3）	観光需要の安定｜インバウンドの滞在日数と地	

	 域による観光需要の偏在

　上記から日本が特に取り組むべき課題と推察され

る、地方分散の観点を掘り下げる。WEF の旅行・

観光開発指数の算出においては、各国有識者等への

アンケートにより地方分散の進展度を評価してい

る。しかしその詳細把握には制約があるため、本稿

では国内におけるインバウンドの滞在日数と都道府

県別のインバウンド宿泊者数から、日本における地

方分散の現状とポテンシャルを分析する。

　政府の観光立国推進基本計画では、地方分散に関

連して「訪日外国人旅行者の一人当たり地方部※ 10

宿泊数 2.0 泊」を目指すことが目標として掲げられ

ている。関連して、都道府県別のインバウンド訪問

率をみると、図表６のとおり三大都市圏に偏ってい

るのが現状である。滞在期間中に三大都市圏以外の

地域への周遊を促す等、地域間で観光需要の平準化

を図っていく必要があるといえるだろう。

　また、都道府県別で、訪日外国人旅行者 1 人当た

りの宿泊日数（2023 年）の現状をみると、半分以

上の都道府県でインバウンド宿泊者 1 人当たりの宿

泊日数は 1.5 泊に満たなかった※ 11。三大都市圏は

約 2.0 泊であったが、地方部は約 1.5 泊と、約 1.4

泊であった 19 年からやや増加しているものの、引

き続き三大都市圏に需要が集中していることがうか

がえる。地方部におけるインバウンドの誘客および

宿泊の促進、滞在長期化により、三大都市圏を中心

としてオーバーツーリズムに陥ることを回避し、日

本全体のインバウンド観光需要の安定化を図る必要

があるだろう。

		図表 5	 月別インバウンド観光客数上位 3カ月のシェア

  注） 中国は新型コロナウイルス感染症拡大の影響を大きく受けた、2020 年までのデータのみ公開。23 年はデータなし
  出所） UNWTO “Global and regional tourism performance”より NRI 作成

※10　ここでは地方部は、三大都市圏（東
京、埼玉、千葉、神奈川、愛知、京都、
大阪、兵庫）以外の地域を指す
※11　観光庁「宿泊旅行統計調査」（2019
年、23 年）より
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3	 観光産業の基幹産業化に向けて｜水平分業によ	

	 る生産性の向上

　このように、日本の観光産業の現状と課題を観光

インフラ・サービス関連産業における労働生産性の

向上と、地方分散による地域間の観光需要平準化の

重要性が改めて浮き彫りになった。第 3 章では、観

光産業の労働生産性の向上と地方分散の推進によ

る、持続可能な観光産業の成長、および観光地域づ

くりのありかたを考える。

　観光産業の持続的な成長のために求められるアプ

ローチとして、ここでは観光産業の水平分業化に着

目したい。従来型の宿泊施設は、宿泊、飲食、娯楽等、

垂直分業的に観光客に必要なサービスを提供してき

たが、多様なサービスを維持し、利益を出すために

は年間を通じて安定的に予約を確保し続ける必要が

あるだけでなく、それぞれのサービス提供のために、

常時従業員を確保する必要がある。人口減少が続く

中でより多くのインバウンドを受け入れ、観光産業

を活性化するうえでは、垂直分業はすでに限界を迎

えているといえる。これからの観光産業においては、

水平分業による効率化をさらに推進することが、持

続可能な成長に向けた鍵ではないだろうか。

1）	 分散型ホテルとは

　観光産業の水平分業化にもとづく観光地域づくり

の考え方の一つとして、国内でもさまざまな事例が

みられている「分散型ホテル」を活用した地域づく

りが挙げられる。まず本項では、分散型ホテルの考

え方について整理する。「分散型ホテル」とは、地

域の空き家や空き店舗などを活用し、一軒一軒の異

なる建物群にレセプション、客室、レストラン等の

機能を分散させ、地域全体に点在する建物のネット

ワークを一つのホテルと見立てる考えである。イタ

リアで少子高齢化や空き家問題を観光産業で解決し

ようと生まれた「アルベルゴ・ディフーゾ（albergo 

difusso）※ 12」という取り組みが発祥とされ、日本

や世界各地でも類似の観光まちづくりが進められて

きた。

　分散型ホテルは、図表 7 に示すように中核となる

一つの建物にレセプション機能を集約し、観光客は

※12　直訳すると「分散型ホテル」の意味

		図表 6	 都道府県別のインバウンド訪問率（2023年）

  出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」
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レセプションでチェックインを行い、それぞれの「客

室」となる建物へ移動する。宿泊、飲食、娯楽等の

機能が地域内に点在するため、宿泊者は滞在中、近

隣の飲食店等で地域の食材・料理を楽しみ、地域住

民と交流し、最後に再びレセプションでチェックア

ウトをし、地域を後にすることとなる。

　分散型ホテルの構想のもとでは、観光客が宿泊施

設等の特定のエリアにとどまることなく、地域に入

り込み、そこで暮らすような宿泊体験が可能となる。

そのため、地域コミュニティーや経済の活性化にも

つながるとして、注目が集まっている。

2）地域特性を生かした観光地域再生の類型

　分散型ホテルにおいては「泊食分離※ 13」が基本

となるため、古民家を再生した受け入れ環境整備の

推進によって、空き家や空き店舗等の地域の遊休不

動産を有効活用するだけでなく、近隣の飲食店等の

施設への周遊を促すことができる。分散型ホテルを

起点に近隣の飲食店や小売店がにぎわうことで、新

たな投資を呼びこみ、さらなる地域活性化も見込め

るだろう。分散型ホテルを軸にした観光地域づくり

によって、地方の観光産業・サービスの供給キャパ

シティーが強化され、より充実した受け入れ環境の

整備が進む好循環が期待される。

　国内外で分散型ホテルを起点とした観光地域再生

の取り組みが進んでいるが、それらの取り組みにつ

いて、各地域が強みとする観光資源の分類と、宿泊

施設が点在するエリアの規模感によって、図表 8 の

ように類型化される。

　地域が強みとする観光資源の観点では、自然豊か

なエリアに分散型ホテルを導入し、自然アクティビ

ティーを楽しむ環境づくりに取り組むものと、歴史

的な建造物やキャッスルステイを中心に、地域の歴

史・文化を体験できる環境づくりに取り組むものと

に大きく二分される。各地域が単一の観光資源のみ

		図表 7	 分散型ホテルのイメージ

  出所） NRI 作成

※ 13　宿泊料金に朝・夕等の食事料金を
含まず、宿泊施設周辺の飲食店の利用を
促し、長期滞在者の増加や地域経済の活
性化に寄与する考え方
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を持つわけではないため、自然観光資源を活用する

エリアで古民家に滞在する、歴史的建造物が集まる

地域の周辺で自然アクティビティーを行うことがで

きる等、自然・文化体験の両面を提供する地域も多

くあるが、特にその地域を象徴する観光資源に着目

し、分類を行った。

　また、エリアの規模の観点からは「アルベルゴ・

ディフーゾ」の提唱者が、その定義として「レセプ

ションから 200m 程度の範囲内に宿泊施設が集約

されていること」を挙げ、比較的広域の、レセプショ

ンから 1㎞程度の範囲内に施設が集約される構想を

「オスピタリタ・ディフーザ※ 14」としたことも踏ま

え※ 15、分類を行った。狭域のコミュニティーにお

ける構想では、徒歩移動を前提とした観光まちづく

りが推進される一方、広域のコミュニティーでは、

電動モビリティや MaaS 等の域内交通を組み合わせ

た体験創出ニーズが高いといった観光地域再生にお

けるアプローチの違いも想定される。

（1）	自然観光資源を生かした地域コミュニティーに	

	 おける分散型ホテル

　地域の自然を生かし、広域で分散型ホテルの取り

組みを行う事例として、山梨県小菅村の「NIPPONIA 

小菅 源流の村」や東京都青梅市・奥多摩町の「沿

線まるごとホテル」等がある。「沿線まるごとホテ

ル」では、青梅線沿線地域が一体となり取り組みを

推進しており、沿線の 13 駅（青梅駅から奥多摩駅）

のうち、11 駅が無人駅であったところ、レセプショ

ン等の機能を無人駅に持たせることで、にぎわい創

出を図る。2024 年春にレストランやサウナを先行

開業しつつ、宿泊施設は青梅線沿線で空き家となっ

ていた古民家を改修し、開業に向けた準備を進めて

いる※ 16。

※ 14　直訳すると「分散型おもてなし」
の意味
※ 15　アルベルゴ・ディフーゾインターナ
ショナル（ADI）の定義にもとづく
※ 16　JR 東日本プレスリリース、沿線ま
るごとホテル ウェブサイトより

		図表 8	 地域特性に着目した分散型ホテルの類型

  注） アルベルゴ・ディフーゾを提唱したイタリアのジャン・カルロ・ダッラーラは、アルベルゴ・ディフーゾの定義として、レセプションと 
  施設が 200m 程度の間隔で集約されていることを挙げる。半径1km 程度のより広域の構想を、オスピタリタ・ディフーザとしている。 
  日本でいわれる「分散型ホテル」の概念は、距離的に定義されるものではない
  出所） NRI 作成
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　地域の自然を生かした取り組みとしては、比較的

広域で、移動手段も提供し周遊を促すようなものが

多くみられる。「沿線まるごとホテル」でも、電動

のトゥクトゥクや自転車のレンタルと電動モビリ

ティで周遊可能なモデルルートを用意している※ 17。

　狭域での取り組みとして、スイス南部のコリッポ

では山奥の小さな集落全体をホテルとし、山や川で

の自然体験と歴史的な建造物や要塞等の文化的要素

とを併せ持つ観光地域として再生している。

（2）	文化観光資源を生かした地域コミュニティーに	

	 おける分散型ホテル

　地域の文化的な観光資源を生かした取り組みとし

ては、岡山県矢掛町の「矢掛屋 INN&SUITES」や兵

庫県丹波篠山市の「篠山城下町ホテル NIPPONIA」、

アルバニアのクルヤ地方等がある。宿場町としての

歴史を持つ矢掛町では、当時の街並みを残した古民

家での宿泊や温泉等で観光地再生に成功している※18。

ほかにも、文化的な体験を強みとする例としては、

城下町での滞在やキャッスルステイでユニークな体

験を提供するものが国内外でみられる。

　文化観光資源を活用する例としては、徒歩で街並

みを楽しむことができる距離感で、比較的狭域のコ

ミュニティーに滞在するものが多いが、イタリアの

サンタ・フィオーラ等で、歴史的建造物が集まる街

並み一帯に分散型ホテルを導入する等、広域的に観

光地域づくりを進めるものもある。

3）	 水平分業による観光地域再生のありかた｜分散	

	 型ホテルの課題と解決策

　国内外でさまざまな分散型ホテルを活用した観光

地域づくりが進んでおり、日本においても観光地域

再生の一つのありかたとして注目されるが、分散型

ホテルの構想にも課題は残されている。最後に、分

散型ホテルによる観光地域づくりの課題と解決策を

整理する。

　分散型ホテルではレセプションや客室の機能が分

散することで、地域の遊休不動産を有効に活用する

ことができるが、ホテルとしての全体の機能でみた

場合、オペレーションの効率は下がるという課題が

ある。例えば 1 カ所にまとめられたレセプションで

宿泊者がチェックアウトを行ったとしても、実際に

退室済みであることを確認し、清掃を行い、次の訪

問者の受け入れを準備する一連の流れにおいて、一

つの建物内で完結する従来型のホテルと比較すると

時間がかかってしまう。ただ水平分業化を進めるだ

けでは、根本的な観光インフラ・サービス産業の労

働効率性の向上にはつながらない。

　そこで、観光産業の水平分業化とともに、地域の

ステークホルダー間の連携を強化していくことが必

要である。分散型ホテルを活用した観光地域づくり

において想定される取り組み段階と、各段階におけ

る課題について、兵庫県豊岡市の城崎温泉周辺や小

菅村における取り組み事例を参考に整理する。

（1）	分散型ホテルを活用した観光地域づくりのコン	

	 セプト

　まず、地域一帯での観光地域づくりを推進するた

めには、コンセプトを掲げ、一体感を醸成する必要

がある。特に、分散型ホテルでは観光産業従事者だ

※ 17　沿線まるごとホテル ウェブサイト
より
※ 18　矢掛屋 INN & SUITES ウェブサ
イト、神田、日高 (2022)「岡山県矢掛町
におけるアルベルゴ・ディフーゾの発展プ
ロセス－地域のマーケティングとアクター
の生成－」マーケティングジャーナル 41
巻 3 号
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けでなく、地域の住民を巻き込み、ともに受け入れ

体制を構築していくことが求められる。そのため、

地域住民にとっても分かりやすく、観光地域づくり

の取り組みへの共感を得られるようなコンセプト

メーキングが重要である。

　例えば城崎温泉周辺エリアでは「まち全体が一つ

の温泉旅館」をコンセプトとして掲げている。駅を

温泉旅館の玄関、メインストリートを廊下、各宿泊

施設を客室、外湯を大浴場、と位置づけ、地域全体

を一つの温泉旅館に見立てる考え方で地域の連携促

進を図る。

（2）	地域の観光関連事業者や住民を巻き込んだ体制	

	 構築

　さらに、そのコンセプトのもとで、地域の観光

産業に関わるさまざまなステークホルダーを巻き

込んでいく必要がある。城崎温泉周辺エリアでは、

DMO※ 19 である豊岡観光イノベーションが観光地

域づくりを主導し、地域のステークホルダーを巻き

込みながらインバウンドの受け入れ体制強化に向け

たマネジメントを推進している。DMO には、全但

バスや但馬銀行、但馬信用金庫、豊岡市等が参画し、

官民連携でさまざまな域内連携に取り組んでいる※20。

　また、観光関連事業者だけでなく、水平分業の観

光地域づくりを支えるステークホルダーとして、地

域住民の巻き込みも欠かせない。「700 人の村がひ

とつのホテルに」とコンセプトを掲げる小菅村の

「NIPPONIA 小菅 源流の村」では、観光地域づくり

に関わる村人の顔が見えるプロモーションを行って

いる。住民が観光ガイド兼ドライバーとして旅行者

の送迎や自然アクティビティーの案内を行ったり、

農家での収穫体験を提供したりと、ホテルの従業員

やツアーガイドとしての役割を住民が担っており、

住民を巻き込み、密に連携した取り組みを推進して

いることが分かる※ 21。

（3）	連携強化に向けた仕組みづくり

　DMO 等の主導による体制構築だけでなく、その

体制下で効果的かつ効率的に連携が可能となるよう

な仕組みづくりも重要である。例えば、旅行者の

ニーズを起点としたマーケティングを見据え、旅行

者の属性情報や滞在日数、消費額等の情報や宿泊施

※ 19　観光地域つくりに関わる多様なス
テークホルダーの合意形成を図り、観光
地域のマネジメント、マーケティングを担
う組織
※ 20　豊岡観光イノベーション ウェブサ
イトより
※ 21　NIPPONIA 小菅 源流の村 ウェブ
サイトより

		図表 9	 水平分業による観光地域づくりで求められる取り組み

  出所） NRI 作成
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設の予約状況等の情報連携のためのデータ基盤の構

築が挙げられる。豊岡観光イノベーションが事務局

を務める豊岡観光 DX 推進協議会は、顧客関係管理

（CRM）システムとして豊岡観光 DX 基盤を構築し、

各宿泊施設の予約状況や稼働率等のデータを、リア

ルタイムに近い形で事業者間共有が可能な体制を構

築している※ 22。各施設の稼働状況はもちろん、プ

ランや価格帯の傾向も共有することで、必要以上に

価格を下げることなく適正価格を設定し、客室平均

単価（ADR）の引き上げ等、宿泊施設の経営安定化

に貢献している。

４　おわりに

　分散型ホテルを活用した観光地域再生は、特に地

方部において、地域に残る資源を活用しインバウン

ドの地方誘客を促進する手法の一つとして、今後も

広く進展することが期待される。観光産業において

は、中長期的な発展を見据えたさらなる水平分業化

が必要であり、その中で日本の観光産業の大きな課

題の一つである労働生産性の向上を目指すことが、

観光産業の基幹産業化への第一歩だと考える。

（監修：毛利  一貴）

※ 22　豊岡観光イノベーション ウェブサ
イトより
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